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平成
31年度
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４．（２）① i）衛星測位

国内及びアジア太平洋を中心とした諸外国における準天頂衛星の利活用の促進
電子基準点網の構築支援、測位衛星の利用基盤の強化 [内閣府、国土交通省等]

東京オリンピック・パラリンピック

官民プラットフォームを通じた新ビジネス創出に向けた検討（平成２６年度～） [内閣府]

(参考)先導的な社会実証実験の検討
[内閣府、経済産業省等]

準天頂衛星と地理情報システム(GIS)との連携によるＧ空間社会の実現
[内閣府、国土交通省等]

(参考)宇宙に関連し
た新事業・新サービス
を創出するための民間
資金や各種支援策の
活用等に関する検討
[内閣官房、内閣府、総務省、
文部科学省、厚生労働省、農
林水産省、経済産業省、国土
交通省等]

(参考)必要な措置の実施
[内閣官房、内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省
等]

(参考)測
位衛星の
信号に係
る調査・
検討 [内閣

府、総務省、
外務省、経
済産業省、
国土交通省]

(参考)必要な措置の実施
[内閣府、総務省、外務省、経済産業省、国土交通省]
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(参考)
実証実験
[内閣府等] (参考)成果を社会実装

[関係府省]



リモセン（データ利用）市場の伸びの予想

内閣府資料
宇宙産業部会（2013.5.17)



ヨーロッパにおけるオープンポリシー

・地上をみるだけでなく、大気中の水蒸気・雲、降雨、エアロゾル、CO２などの温室
効果ガスなど、様々な観測による地球規模の気象予報、災害予測、気候変動観
測などが世界協力で行われつつある（GEOSSなどの枠組みで）

三菱総研資料 調査分析部会（2013.5.17)



五百木委員資料 調査分析部会（2013.5.17)

小型衛星ベンチャの参入：SKYBOX Imaging社

‐「100kg衛星で1m以上の高分解能」の時代到来
‐Google参入による、広い民生利用展開の可能性



日本でも大学・ベンチャ
が超小型衛星開発

「ほどよしプロ
ジェクト」での
６０kg衛星

東京大学
提供



五百木委員資料 調査分析部会（2013.5.17)

DMCにおける衛星利用権の他国への販売

新しいビジネス手法、多数のベンチャーの登場
⇒法的枠組みの検討必要



リモートセンシング分野（１）

• 衛星リモセン全体について、安全保障・公共・産業等の
各分野における利用ニーズを明らかにした上で、これ
に対応するために必要となる衛星の仕様・運用方法お
よびデータ活用可能性等について継続的に検討を行い、
以後のプロジェクトに反映していく仕組みを構築する。

• 情報収集衛星
– ユーザーニーズの反映・情報共有・抗たん性確保の検討
– 時間分解能向上のための機数増検討、
– データ中継衛星（27年度から）
– 解像度を商業衛星以上に、開発期間短縮と寿命の延長
– コスト縮減、先端技術の民転による衛星技術基盤の強化

• 即応型小型衛星の調査研究開始・情報収集衛星との
連携



新しいツールの提案：即応型小型衛星

• 常時軌道上にいる衛星ではなく、①必要が生じ
た際に緊急に打ち上げ、②観測したいところだけ
を（低高度で）観測して、③短期間で寿命を終え
るタイプの衛星

– 低コスト性、目的対応の効率性、即応性などの面で
今後の重要な宇宙ツール

– アメリカはOperationally Responsive Space（ORS)のプロ
グラム名で１５年の開発経緯。巨額・継続的な投資

– 小型・超小型衛星の技術進展により視野に（１００kg）
– 高度５００kmで１m分解能は２００kmだと４０cmに
– SARは高度の３乗に比例して楽になる
– 低高度でも電気推進等を搭載して長寿命化も可能



海外事例：米国レスポンシブスペース
Example : Responsive Space(U.S.)

レスポンシブ ： 識別された要求に基づき、
２４時間以内に必要な情報を提供する

小型衛星を活用 ： 約500㎏以下
可能であれば200ｋｇ以下
打ち上げ費の低減、開発・製造期間の短縮を図る

特徴 ： 小型ペイロードにより良い性能を得るため、低高度を飛行
低高度飛行のため、短寿命を許容（半年以下～2年）
短寿命であるため、民生部品活用が可能
量産化、短期製造に向けたインテグレーション方式が特徴

米国レスポンシブ・スペースの概要（１）

Responsive : provide necessary information within 24hrs from space
Utilization of small satellite: satellite mass < 500kg(200kg if possible)
Characteristics

Injection to low altitude orbit to attain better performance with small sensors
Short life time is permitted because of low altitude orbit
Commercial parts can be utilized because short life time is permitted
Adopt recent commercial technology for short term development & mass production

19th Small Satellite Conference (Aug., 
2005)



レスポンシブルスペースの開発計画
Development plan of Responsive Space project

区分 TacSat1(cancel) TacSat2(2006) TacSat3(2009) TacSat4(2011) TacSat5

システム
System

・小型衛星バス
・低コスト
打上げシステ
ム
・ネットワーク

-Small satellite
-Low cost launch    
system

-Internet Protocol
Network   

・通信系
CDL 
Common Data 
Link 

・標準バス
(標準電子機
器）

Standard 
platform

equipment

・超楕円軌道対
応
移動体通信
システム
Satellite for 

mobile  
communication 

・即応打上げ、
プラグ&プレイ、
モジュール化等
(計画中）

-Responsive   
launch

-Plug & play
module

ミッション
Mission
Payload

・可視(70m）
・赤外(850m)
・RFペイロード
-Visible(GSD 70m)
-IR(GSD 850m)
-RF payload

・可視(1m)
・RFペイロード
-Visible(GSD 1m)
-RF payload

・ハイパー
スペクトル
センサ ー

-Hyper spectrum   
sensor

・移動体通信
-Mobile    
communication

NASA HP NASA HP

NRL HP

米国レスポンシブ・スペースの概要（２）



衛星による観測要求発生後のCall Upから軌道上運
用迄 6日間で実施することを目標
衛星はモジュール化され、倉庫品として保管
必要なモジュールを要求に応じ組み合わせS/W
インストール後専用ロケットで打ち上げ

Plug & Play
Quick Integration Quick Checkout 1-Day Checkout

Autonomous Calibration

米国レスポンシブルスペースの主要概念：6 Day Spacecraft
Major concept of Responsive Space

19th Small Satellite Conference (Aug., 2005)

Satellite  will be launched and operated within 
6days after first call up
Satellite modules are stored  and after call up, 
appropriated modules are selected and assembled. 
After installation of SW, it will be launched.

米国レスポンシブ・スペースの概要（３）



レスポンシブスペースにおけるインテグレーション短縮に向けた技術例（１）
Example of technology for efficient integration in RS project

Space Plug & Play(PnP) Avionics(SPA)
・衛星のインテグレーション＝プラグイン
・PnP に関わる各種標準を規定（右図）
・具体的な汎用インタフェースとしてＵＳＢ及び、
ＳＰＡＣＥＷＩＲＥ等を活用
・SPA標準に適合した機器をCEB
(Core Electronics Block)として開発

標準化規定
Standards for PnP

Space Plug and Play Avionics
- Satellite integration = plug in
- PnP Standards are defined  as

shown in the figure
- USB and Space Wire are adopted 

as standard interface
- Components  that are coincides 

with SPA standards have been 
developed as Core electronics Block(CEB) 19th Small Satellite Conference (Aug., 2005)

米国レスポンシブ・スペースの概要（４）



リモートセンシング分野（２）

• 官民で両用に使うリモセン衛星のシリーズ化
– 先進光学衛星：31年度運用開始⇒次号機：38年度運用開始
– レーダー衛星: 32年度運用開始⇒次号機：39年度運用開始

• 制度整備：アンカーテナンシー、高解像度画像データ取り扱
いのルール、ライセンス制度などの整備・必要な措置

• ひまわり、GOSATの継続的開発・運用
• 上記以外の地球観測関係

– 現在開発中の環境観測、資源探査の取り組みは継続
– 新規：わが国の技術的優位性、学術・コミュニティからの要望、国際
協力、外交戦略上の位置づけを考慮、地球規模課題解決や国民
生活向上への貢献等、出口が明確なものを優先的に進める。

– 衛星バスのあり方：毎回カスタマイズ衛星ではなく、バス技術の共
通化、バス相乗り、国際連携などで効果的・効率的に
（⇒衛星を作ることが目的ではなく、情報を得ることが目標）



文部科学省資料 基本政策部会（2014.7.18)

先進光学衛星



年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度

(2018年度)

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度
(2024年度)

平成
37年度
以降

先
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光
学
・レ
ー
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星

４．（２）① ii）衛星リモートセンシング

運用・利用
[文部科学省]

先進光学衛星
後継機の開発
[文部科学省]

運用・利用
[文部科学省]

レーダ衛星後
継機の開発
[文部科学省]

※後期運用は衛星が運用可能な限り継続

先進光学衛星後継機
の検討へ反映

先進レーダ衛星
の検討へ反映

レーダ衛星後継機
の検討へ反映

先進光学衛星の開発
[文部科学省]

打ち上げ

先進レーダ衛星（仮称）の開発
[文部科学省]

打ち上げ

陸域観測技術衛星2号（ALOS-2）
の運用・利用 [文部科学省]
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